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第２章 市民自治が育む自立のまちづくり 
 第１節 多様なコミュニティ活動の充実による住みよいまちづくり 
 
 

体系 

 

１ コミュニティ活動の充実 

(１) コミュニティ意識の醸成 

(２) コミュニティ活動の促進 

(３) 情報交流の促進 

２ コミュニティ施設の充実 

(１) コミュニティ施設の整備と運営 

(２) コミュニティ関連施設のネットワーク化 

３ コミュニティとの協働の推進 

 

動向と課題 

 

１ 少子・高齢化の進行やひとり暮らし世帯の増加、

価値観やライフスタイルの多様化などが、地域社会

における住民間のかかわりに影響を与え、住民相互

の連帯感やつながりを希薄にしてきました。しかし

その一方で、先の阪神・淡路大震災でのボランティ

アの活躍にみられるように、人権や福祉、子育てや

環境など日常生活に密接にかかわる分野で、市民自

らが、課題解決のために考え、行動する新たな取組

も広がってきています。 

２ 本市においても、これまでの暮らしや学習、文化、

スポーツにかかわる市民の諸活動に加えて、こうし

た課題の解決に向けて、市民の自発的で主体的な活

動が展開されるようになっています。また、地域経

済の振興とも関連して、事業者による地域のまちづ

くりへの取組も行われるようになっています。これ

らの諸活動は住民相互の連帯感やつながりを再生し、

さらに地域のさまざまな課題を自らが解決していこ

うとするコミュニティを形成する新たな原動力とな

ってきています。 

３ まちづくりの主体は市民です。そしてまちづくり

の基盤となるのがコミュニティです。市民のさまざ

まな活動が地域コミュニティや地域づくりと結びつ

くことにより、自立したまちづくりが可能となりま

す。 

次代を担う若い世代や、団塊の世代など、多くの

市民の参加と協力により、自治会活動やボランティ

ア、ＮＰＯなどの自主的な活動がさらに発展し、豊

かな地域コミュニティの形成に寄与するよう支援す

る必要があります。 

４ 本市は、これまでにコミュニティセンターを２館

建設し、地域住民によるコミュニティ協議会の運営

により、コミュニティの形成と、市民自らの多様な

地域活動の拠点としての取組を行ってきました。ま

た、市民センターなど広範な市民が利用する広域施

設と、地域に密着した近隣施設の両面にわたってコ

ミュニティ施設の整備に努めてきました。今後は、

施設への交通の利便性等も考慮し、既存施設の活用

等も含めて、活動の場と情報の拠点の充実を図る必

要があります。 

 

基本方向 

 

１ コミュニティの振興を図るため、コミュニティ意

識の醸成を促す施策を推進するとともに、市民のコ

ミュニティ活動に対し、自主性を尊重しながら支援

に努めます。 

２ コミュニティ施設を既存施設の配置状況を基に、

計画的、効率的に整備します。 

また、コミュニティ活動との連携が図られるよう

運営への市民参画を図るとともに、効果的な利用が

進められるようコミュニティ関連施設のネットワー

ク化、多目的化を図ります。 

３ 豊かなコミュニティの形成を促進し、市民、事業

者、行政の協働を進めます。 

 

計画 

 

１ コミュニティ活動の充実 

(１) コミュニティ意識の醸成 

暮らしや文化に関する活動や学習活動などの実

態の把握に努めるとともに、それらの活動の場を

（資料－１３ ②） 
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活用し、コミュニティ意識の醸成につながる講習

会や学習会の開催に努めます。 

(２) コミュニティ活動の促進 

自治会やボランティア団体等をはじめ、コミュ

ニティ活動を進める団体に対し、自主性を尊重し

支援します。また、地域にかかわる各分野の人材

の発掘・育成に努めます。 

さらに、地域を住みやすくするための自主的な

活動に対して、情報の提供や学習の場の提供など

の支援を行います。また、子どもを含む若い世代

がまちづくりの担い手として育つよう支援します。 

(３) 情報交流の促進 

活動団体やその活動内容、人材の情報など地域

情報の収集と提供に努め、活動団体相互の交流を

促進するとともに、コミュニティ活動に関する情

報紙の発行を行うなど、情報の交流を促進します。 

２ コミュニティ施設の充実 

(１) コミュニティ施設の整備と運営 

地域別の施設の配置状況を勘案し、広範な市民

が集える広域施設が必要とされる地域での施設整

備を進めます。あわせて、これらの広域施設につ

いて、コミュニティの振興に向けて地域活動、地

域情報の拠点としての施設のあり方を検討します。 

また、施設の効果的な利用に向けて運営の工夫

を図るとともに、学校施設の地域開放など施設の

多目的化を図り、地域ニーズに的確に対応できる

ようコミュニティ活動と連携した施設運営を図り

ます。 

(２) コミュニティ関連施設のネットワーク化 

 地域における集会施設、福祉施設、文化・学習

施設などを含めた幅広いコミュニティ関連施設の

相互の連携を密にし、コミュニティ施設及びコミ

ュニティ関連施設のネットワーク化を図ります。 

３ コミュニティとの協働の推進 

  豊かなコミュニティの形成を促進し、日常生活に

かかわる福祉や環境などの課題に対し、コミュニテ

ィと行政が、それぞれの役割と責任を明確にしなが

ら、協働して取り組みます。 
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第２章 市民自治が育む自立のまちづくり 
 第２節 情報の共有化を進めるまちづくり 
 
 

体系 

 

１ 情報技術の活用の推進 

２ 情報通信ネットワーク基盤整備の推進 

３ 情報化に伴う安全対策の推進  

４ 情報公開・情報提供の推進 

５ 個人情報保護の推進 

 

動向と課題 

 

１ 情報技術の急速な発展により、容易に情報を共

有することができるようになってきました。行政

情報の共有化は、市民参画と協働を進める上での

前提となるものであり、自治の基本です。誰もが

まちづくりに参画できる条件を整えるためには、

使いやすい情報技術や多様な広報媒体の活用によ

る情報提供を進める必要があります。また、情報

管理において安全対策を講じる必要があります。 

２ 情報の公開は、市民の知る権利を保障すること

であり、公正で透明な市政の執行を図る上で欠く

ことができないものです。また、市民生活に必要

な情報とともに市政に関する多様な情報を適時・

有効に活用できるよう積極的に提供する必要があ

ります。 

３ 情報の共有化にあたり、個人情報の適正な取扱

いが強く求められています。情報の提供者として、

また、情報の管理者として行政の果たすべき役割

がますます大きくなる中で、市民、事業者をまき

こんで個人情報の保護を推進しなければなりませ

ん。 

 

基本方向 

 

１ 新たな情報技術の活用を図るとともに、情報通

信ネットワークを利用し必要な情報を共有するこ

とができる総合的なネットワークシステムの構築

をめざします。 

２ 情報公開制度の推進により、市民の知る権利を

保障します。また、市民生活に必要な情報を多様

な広報媒体を用いて積極的に提供します。 

３ 個人情報について、自己の情報の開示、訂正等

の権利を保障するとともに、収集、管理等にあた

っての適正な取扱いを確保します。 

 

計画 

 

１ 情報技術の活用の推進 

多様化する市民ニーズへの対応や市民サービス

の充実をめざし、情報技術を活用した行政サービ

スの効率化や高度化を図ります。 

２ 情報通信ネットワーク基盤整備の推進 

情報通信機器の利用による格差をなくし、広く

市民が活用できるよう、情報通信ネットワークの

基盤整備を進め、市民、事業者、行政の共有財産

である行政情報や地域情報の共有化を進めます。 

３ 情報化に伴う安全対策の推進 

ますます高度化する行政の情報化の基盤となる

情報システムや個人情報等の情報資産を守るため、

適切な安全対策を講じるとともに、その継続的な

評価と見直しを図ります。 

４ 情報公開・情報提供の推進 

行政の透明性を高めるため、情報公開制度によ

る情報の公開を進めます。 

さらに、日常の市民生活に必要な情報とともに、

地域情報やコミュニティ活動など市民の自主的な

活動にかかる情報についても、積極的な提供を行

います。 

情報提供の場としての閲覧コーナーの充実を図

るとともに、広報紙、ホームページ、ケーブルテ

レビジョンなど、それぞれの広報媒体の特性を生

かした活用と充実を図ります。 

５ 個人情報保護の推進 

行政が保有する個人情報の適正な取扱いや自己

情報の開示、訂正等の権利保障を徹底するととも
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第２章 市民自治が育む自立のまちづくり 
 第３節 市民参画によるまちづくり 
 
 

体系 

 

１ 市民参画の推進 

(１) 市民参画の手法の整備と充実 

(２) 市民との協働による地域レベルのまちづくり

の推進 

２ 広聴活動の充実 

 

動向と課題 

 

１ 地方自治の本旨である市民自治を前進させ、自立

のまちづくりを進めるためには、市政への市民参画

と協働が基本です。市民の市政への参画を促し、市

民との協働によるまちづくりに向けて市民がより主

体的に参画できる仕組みをつくることが重要です。 

２ 市民の英知とエネルギーを生かしながら、施策を

効果的に実施するためにも、また、今後ますます重

要となってくる身近な地域レベルのまちづくりを進

めていく上でも、幅広い市民の参画と市民との協働

が不可欠となってきています。今後も、参画と協働

のあり方について、市民と共に議論を深めていく必

要があります。 

３ 市民参画と協働により市民本位の市政を推進する

上で、市民のニーズを把握する広聴活動は、その基

礎となります。少子・高齢化、情報化や国際化の急

速な進展などの社会変化に伴い、市民の市政に関す

る意見や要望、相談などの内容は、多岐にわたって

きています。それらを市政に反映させる広聴活動や

的確に対応できる相談業務の充実が求められていま

す。 

 

基本方向 

 

１ 市政への市民参画を促し、市民の意見や要望を効

果的に市政に反映させるシステムづくりを進め、市

民に身近な行政の展開をめざします。 

２ 多様な市民ニーズを的確に把握し、市政に反映で

きるよう広聴活動の充実を図るとともに、市民の生

活上の諸問題に多面的に応じることができるよう相

談業務の充実を図ります。 

 

計画 

 

１ 市民参画の推進 

(１) 市民参画の手法の整備と充実 

多様な手法により行政への市民参画を進めるた

め、パブリックコメント制度など市民の意見を反

映するための制度の整備を図ります。また、市民、

事業者、行政の役割分担の視点に立ち、市民参画

の下で事業の実施に努めます。さらに、行政評価

を行い、その結果のより分かりやすい公表に努め

ます。 

(２) 市民との協働による地域レベルのまちづくり

の推進 

地域における諸課題の解決に向けた取組の推進

を図るため、市民との協働によるまちづくりシス

テムの構築を進めます。 

２ 広聴活動の充実 

市政に対する市民の要望等を施策に反映するため、

市長との懇談会や定期的な市民意識調査、市政モニ

ター制度など幅広く市民の意見を聴取する機会を設

け、広聴活動の充実を図ります。また、市民ニーズ

の変化に対応できる相談業務の充実を図ります。 
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第５章 環境を守り育てるまちづくり 
第１節 環境負荷の少ない住みよいまちづくり 
 
 

体系 

 

１ 環境汚染防止対策の推進 

(１) 事業活動に伴う公害防止対策の推進 

(２) 自動車公害防止対策の推進 

(３) 有害化学物質等による環境汚染の未然防止 

(４) 環境監視体制の充実 

(５) 公害健康被害者の救済 

２ 快適な生活環境の確保 

(１) 生活型公害防止の啓発 

(２) 環境美化の推進 

(３) 日照阻害・電波障害対策 

(４) ヒートアイランド対策 

(５) 環境衛生の充実 

 

動向と課題 

 

１ 事業活動に伴う公害については、公害関係法令の

整備などの対策が講じられてきていますが、近年は、

ダイオキシン類に代表される有害化学物質による新

たな環境汚染が問題となっています。 

また、自動車交通量の増大に伴う大気汚染や騒音、

近隣における生活騒音など、都市部の市民生活に起

因する都市・生活型公害が顕在化してきています。 

２ 空き缶・たばこなどのごみのポイ捨てや不法看板

の設置などが市内のさまざまな場所で多くみられ、

生活環境に大きな影響を与えています。 

３ 土地の高度利用が進む中、中高層建築物の建築が

増加しており、これに伴う日照阻害・電波障害など

の問題が発生していることから、これらの未然防止

を図る必要があります。 

４ 近年、地表面のアスファルト舗装の普及、建物の

高密度化、人工廃熱の増大が進む中、都市部の気温

が上昇するヒートアイランド現象が大阪府域で認め

られ、夜間の高温化をもたらすなど生活環境に影響

を及ぼしていることから、この現象を緩和するため

の総合的な対策が求められています。 

基本方向 

 

１ 事業活動に伴う公害の発生を未然に防止し、市民

の健康を守るため、公害関係法令に基づき規制や指

導の強化を図るとともに、自動車交通量の抑制や自

動車排出ガスの削減のための各施策を推進し、大気

汚染物質や騒音の低減を図ります。 

また、ダイオキシン類をはじめとする有害化学物

質等による環境汚染については、事業者とともにそ

の未然防止に取り組みます。 

さらに、環境監視体制を充実させ、そのデータを

施策に反映させて環境汚染物質の低減化を推進しま

す。 

２ 生活騒音や生活排水などの生活型公害に対し、防

止を図るための必要な啓発を行うとともに、環境美

化に対する意識の高揚を図り、市民や事業者と連携

し、快適な生活環境を確保するための対策を推進し

ます。 

また、ヒートアイランド現象を緩和するため、市

民、事業者、行政が連携した総合的な対策を推進し

ます。 

 

計画 

 

１ 環境汚染防止対策の推進 

(１) 事業活動に伴う公害防止対策の推進 

事業活動に伴う公害の発生を未然に防止するた

め、「大気汚染防止法」「水質汚濁防止法」「騒音規

制法」などに基づき、規制や指導の強化、徹底を

図ります。 

(２) 自動車公害防止対策の推進 

自動車交通量の抑制、ディーゼル排ガスの規制

強化等の発生源対策や、道路構造の改良等の沿道

環境改善について、国や関係機関に働きかけると

ともに、ノーマイカーデー運動、アイドリング・

ストップ運動等の啓発事業や、天然ガス自動車等

の低公害車の普及促進など、市として取り組むこ



第５章 環境を守り育てるまちづくり  
 第１節 環境負荷の少ない住みよいまちづくり 

 

44 

とができる自動車公害防止に係る施策を積極的に

推進します。 

(３) 有害化学物質等による環境汚染の未然防止 

ダイオキシン類等の有害化学物質の排出削減を

指導するとともに、未規制化学物質などの使用実

態、環境に及ぼす影響等を調査し、事業者ととも

に環境汚染の未然防止に取り組みます。 

また、「遺伝子組換え施設に係る環境安全の確保

に関する条例」の運用により、遺伝子組換え実験

の実施に伴う環境への生物による影響の未然防止

に努めます。 

(４) 環境監視体制の充実 

大気汚染、水質汚濁、騒音などの状況を的確に

把握し、環境悪化を未然に防ぐとともに、環境保

全を図るため環境監視体制の充実を図ります。 

(５) 公害健康被害者の救済 

公害認定患者に対する事業及び特定地域の大気

汚染特定疾病患者に対する医療費助成を継続し、

市内在住のぜん息児や呼吸器系疾病患者対象の健

康被害予防事業の充実を図ります。 

２ 快適な生活環境の確保 

(１) 生活型公害防止の啓発 

生活騒音等の身近な生活環境をめぐる問題につ

いての解決を図るため、近隣間の生活マナーの向

上について啓発を行います。 

また、水環境をよくするために、市民や事業者

とともに、講演会などの啓発事業を推進します。 

(２) 環境美化の推進 

市民、事業者、関係機関と連携を図り、違法屋

外広告物の撤去活動やポイ捨て等の防止の啓発に

努め、環境美化活動を推進します。 

(３) 日照阻害・電波障害対策 

中高層建築物の建築に伴う日照阻害・電波障害

などの問題について、関係者の相互理解により解

決できるように努めるとともに、紛争を未然に防

止するよう指導に努めます。 

(４) ヒートアイランド対策 

市域におけるヒートアイランド現象の実態把握

に努めるとともに、大阪府との連携を図りながら、

省エネルギーや緑化の推進、雨水浸透施設の設置

の促進など市民、事業者、行政が一体となった各

種対策を推進します。 

(５) 環境衛生の充実 

ねずみ、蚊、はえ及び不快害虫の駆除や狂犬病

予防対策などに努めるとともに、雑草などが繁茂

している空地について、空地所有者に対して適正

管理を促します。 

また、市立火葬場については、周辺環境に十分

配慮した施設の整備に努めます。 
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第５章 環境を守り育てるまちづくり 
 第２節 自然と共生するまちづくり 
 
 

体系 

 

１ 自然とのふれあい空間の保全と創造 

(１) 生き物の生息空間の確保 

(２) 身近な緑や水辺の保全と創造 

(３) 花と緑、水をめぐるネットワークの充実 

２ 自然環境保全意識の普及・啓発 

(１) 学習機会の提供及び情報の整備・活用 

(２) 自然保護活動への支援 

 

動向と課題 

 

１ 開発事業による緑の減少など都市化の進行により、

日常生活における人と自然とのふれあいの場や機会

が少なくなってきていますが、自然は、やすらぎと

うるおいを与えるなど人間生活にとって必要不可欠

なものです。 

貴重な自然環境を育み次世代に引き継ぐため、緑

や水辺、農地など、自然とふれあうことができる空

間の保全や整備に努めるとともに、市民の自然に関

する理解や関心を深めることが必要となっています。 

 

基本方向 

 

１ 生き物の生息空間の確保を図り、緑や水辺、農地

など、自然とふれあうことができる空間の保全や整

備に努めます。 

２ 自然環境保全に関する正しい理解や知識の普及・

啓発を図り、市民、事業者などの自主的な活動の促

進に努めます。 

 

計画 

 

１ 自然とのふれあい空間の保全と創造 

(１) 生き物の生息空間の確保 

市内の生き物の生息実態を把握し、それらの生

態系を守るため、多くの生き物の生息している地

域の保全に努めます。 

(２) 身近な緑や水辺の保全と創造 

市街地にある樹林地、農地などの緑地の保全や、

緑の機能、地域の特性を生かした緑化推進を図る

とともに、市民、事業者の主体的な緑化活動を支

援する仕組みの整備を図ります。また、開発事業

に際し、事業地内の豊かな緑の確保が図られるよ

う、誘導に努めます。 

さらに、水辺の持つ多様な生き物の生息空間と

しての機能を生かしながら、自然とふれあうこと

ができる水辺空間の整備を進めます。 

(３) 花と緑、水をめぐるネットワークの充実 

多様な生き物の生息空間を確保することができ

るよう、緑のネットワークルートを活用しながら、

身近な公園や緑地を中心として、河川やため池等

の貴重な自然をつなぎ合わせます。その中で、地

域の特性に応じた花と緑、水に親しめる散策コー

スを選定し、拠点となる施設の充実を図ります。 

２ 自然環境保全意識の普及・啓発 

(１) 学習機会の提供及び情報の整備・活用 

自然環境の保全に関する正しい理解や知識の普

及・啓発を図るため、市民が自然とふれあい、学

ぶ機会を提供するとともに、自然環境に関する情

報の整備や活用に努めます。 

(２) 自然保護活動への支援 

市民、事業者などの自主的な自然保護活動への

支援に努めます。 

 



第６章 安全で魅力的なまちづくり  
 第１節 安全なまちづくり 

49 

第６章 安全で魅力的なまちづくり 
第１節 安全なまちづくり 
 
 

体系 

 

１ 防災 

(１) 市街地の防災環境整備 

(２) 防災体制の確立 

(３) 地域防災力の向上 

(４) 地域防災計画の充実 

２ 防犯 

(１) 防犯環境の整備 

(２) 防犯体制の充実 

(３) 防犯意識の高揚 

３ 消防 

(１) 消防体制の整備・充実 

(２) 火災予防の推進 

(３) 警防活動の充実 

(４) 救急活動の充実 

 

動向と課題 

 

１ 今世紀前半での発生が予想されている東南海・

南海地震をはじめ、台風や集中豪雨など、大きな

被害をもたらす災害の発生が懸念されています。

都市構造の変化や高齢化が進む中で、丘陵部と低

地部からなる地勢を持つ本市でもこのような災害

が発生すると、被害が広範囲に及ぶことも予測さ

れます。このため、災害の未然防止と、被害を最

小限度に止めることができるよう、都市の防災機

能の強化や、ライフラインの確保、防災体制の強

化・充実を図ることが求められています。さらに、

阪神・淡路大震災の教訓から、「自分たちのまちは

自分たちで守る」という地域防災の基本に立ち、

市民の防災意識の高揚や、地域における自主的な

防災活動の促進を図る必要があります。 

２ 人口の高齢化や女性の社会進出により、昼間の

地域社会では高齢者と子どもの比率が高くなりつ

つあります。また、他人の生活に干渉しないとい

う意識が地域の人間関係を希薄にしていることか

ら、災害発生時における、高齢者や障害者等の要

支援者に対する地域ぐるみでの避難誘導や安全対

策の充実が必要になっています。 

３ 地域での連帯意識の希薄化が進み、地域社会で

の犯罪抑止力も低下し、犯罪の増加が懸念されて

います。本市では、「大阪府安全なまちづくり条例」

の制定を受け、「大阪府吹田警察署安全なまちづく

り協議会」を発足させ、警察、事業者、市民、民

間団体、行政が一体となって、安心・安全に暮ら

すことのできるまちづくりに努めています。今後

さらに、防犯体制の確立を図り、家庭、地域、関

係機関が一体となって、犯罪のないまちづくりを

進める必要があります。 

４ 社会経済活動や市民の生活行動が多様化する中

で、予想し難い災害が発生する危険性が拡大して

います。また、科学技術の高度化に伴い、放射性

物質など危険物質による特殊災害の潜在的発生要

因が多くなっています。これらの災害や、地震、

風水害などの大規模災害に的確に対応できる体制

の確保が必要です。特に阪神・淡路大震災での貴

重な経験や教訓等を踏まえ、大規模災害時におけ

る人命救助活動等をより効果的にするためには、

災害活動拠点の整備や広域消防相互応援体制のい

っそうの充実を図る必要があります。 

５ 救急に対する需要は年々増加の傾向にあり、ま

た、救急救命処置に関しては高度化が求められて

います。このような状況を踏まえ、救急活動体制

や救急隊員の知識や技術を維持向上するため、関

係機関における実習・研修等の整備・充実を図る

必要があります。 

 

基本方向 

 

１ 市民との協働による安心・安全のまちづくりは、

行政や市民生活のさまざまな分野に及ぶことから、

関連する施策の体系化を図り、市民、事業者の協

力の下に総合的かつ計画的に推進していきます。 
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２ 災害時における市民生活の安全を確保するため、

都市防災機能を強化し、災害の未然防止と被害の

軽減を図ります。また、災害時に迅速かつ的確な

対応ができるよう、防災システムの整備確立や、

救援体制の充実などを図り、防災体制の確立をめ

ざします。さらに、市民の防災意識の高揚に努め、

自主防災組織の結成を促進し、地域における自主

的な防災活動の促進を図ります。 

３ 犯罪のないまちをめざして、市民や関係機関と

連携して、各種犯罪の未然の防止に努めるととも

に、市民の防犯意識の高揚に努めます。 

４ 各種災害に即時対応できる消防体制を整備する

とともに、火災等の防ぎょ活動に必要な消防車両、

装備、消防水利や消防指令通信システムの整備・

充実を図ります。また、火災予防活動を展開し、

市民、事業所などにおける防火意識の高揚と防火

防災体制の確立を図ります。 

５ 救命率向上のため、救急救命士の養成、教育、

救急資機材の整備を行い、医療機関をはじめ市民

を含めた病院前救護体制の充実に努めます。 

 

計画 

 

１ 防災 

(１) 市街地の防災環境整備 

都市における防災機能を強化し、災害の未然

防止と被害の軽減を図るため、都市基盤施設の

防災機能の強化に努めるとともに、防災空間の

整備や木造密集市街地の整備により防災性の向

上を図ります。 

(２) 防災体制の確立 

防災の中枢拠点としての防災センターの建設

計画を推進するとともに、他市町村との相互応

援・協力体制の充実を図ります。また、市民や

関係機関に防災情報を提供するシステムの確立

に努めます。さらに、緊急物資の備蓄や防災用

資器材の整備を進めます。 

(３) 地域防災力の向上 

地域において防災ハンドブックや洪水ハザー

ドマップを活用した防災講座の開催に努め、自

主防災組織の結成を促進するとともに、災害発

生時において、高齢者や障害者等の要支援者へ

の対応が的確に行われるよう地域との連携・協

力体制の確立に努めます。また、市民の防災意

識をいっそう向上させるため、日頃から啓発活

動に努め、関係機関と市民の参加と協力を得て

合同防災訓練を実施します。 

(４) 地域防災計画の充実 

地域防災の基本となる地域防災計画を定期的

に見直し、地震や風水害、危険物質による特殊

災害等の災害発生時に迅速かつ的確な対応がで

きるよう充実を図り、推進に努めます。 

２ 防犯 

(１) 防犯環境の整備 

街頭犯罪防止のため、道路や公園など多くの

市民が利用する公共施設については、犯罪面に

も考慮した整備に努めます。また、夜間の通行

の安全を確保するため、防犯灯の設置等により

道路の照度を高めます。 

(２) 防犯体制の充実 

自治会、商店会、青少年関係団体、防犯協議

会などの地域の諸団体によるパトロール活動や

通学路における子どもの保護活動等を通じて、

安全な地域コミュニティづくりに努め、防犯体

制の充実を図ります。 

(３) 防犯意識の高揚 

警察、防犯協議会等と連携して街頭キャンペ

ーンの実施や地域の犯罪、防犯に関する情報の

提供等により市民の防犯意識の高揚に努めます。 

３ 消防 

(１) 消防体制の整備・充実 

消防職団員の資質の向上を図るとともに、効

果的な人員配置をすることにより組織力を強化

し、各種災害に対応できる機動力ある組織を確

立します。また、消防署所の適正配置及び改修、

耐震化等を図り、災害活動拠点となる消防施設

の安全性を確保するとともに災害対応能力を向

上させます。 

(２) 火災予防の推進 

効果的な査察の実施と指導により防火管理の

徹底を図るとともに、高齢者を対象とした住宅

防火診断を実施するほか、住宅用防災機器の設
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第６章 安全で魅力的なまちづくり 
 第２節 暮らしや都市活動を支える基盤づくり 
 
 
体系 

 

１ 総合的な都市整備の推進 

(１) 地域の特性を生かしたまちづくりの推進 

(２) 適切な土地利用の誘導 

(３) 都市機能の向上と市街地の整備 

(４) 福祉のまちづくりの推進 

(５) 吹田操車場の跡地利用 

２ 緑豊かな安心して遊べる公園整備 

(１) 特色のある公園・緑地の整備 

(２) 公園施設の整備と維持管理 

(３) 市民との協働による公園管理 

３ 誰もが安全で快適な交通環境づくり 

(１) 交通バリアフリーの推進 

(２) 違法駐車の防止 

(３) 自転車の放置防止 

(４) 交通安全施設の整備 

(５) 交通安全教育の推進 

４ 自動車に過度に依存しない交通環境づくり 

(１) 歩行者・自転車優先のまちづくり 

(２) 総合交通体系の確立 

５ 安全で快適な道路整備 

(１) 都市計画道路の整備  

(２) 道路機能の整備  

(３) 道路機能の管理・維持 

(４) 環境整備・安全対策の充実 

６ 上水道の整備 

(１) 水源の有効利用 

(２) 水質の適正管理 

(３) 浄配水施設の計画的な整備 

(４) 給水方法の改善 

(５) 水の適正利用 

７ 下水道の整備 

(１) 下水道管等の充実 

(２) 下水処理場・ポンプ場の充実 

(３) 総合的な雨水対策の推進 

(４) 流域下水道の整備 

(５) 良好な水環境の形成 

 

動向と課題 

 

１ 本市は、計画的な都市基盤の整備に努める中で、

大阪都市圏における住宅都市として発展してき

ました。また、大学や医療機関、高度な学術研究

施設が整ったまちとして発展を続け、江坂駅周辺

では商業・業務機能の集積が進みました。しかし、

少子・高齢化の進行や地球環境問題の深刻化、商

業・業務機能の停滞など多くの課題を抱えており、

中心市街地の活性化や既存住宅地での計画的な

更新、修復に取り組んでいく必要があります。 

また、すべての人が利用しやすいユニバーサル

デザインの視点を持って、新たな市民ニーズへの

対応や防災機能の充実、環境にも配慮した取組な

どを進め、暮らしに安心と快適性をもたらすとと

もに、市街地の活性化を図り、個性を生かしたま

ちづくりを進める必要があります。 

２ 都市化の進行に伴い、人と自然とのふれあいの

場や機会が少なくなってきています。一方、市民

意識調査によると、多くの市民は｢緑地や水辺な

どの自然環境が保全されたまち｣｢道路や公園が

整備されたまち｣を望んでいます。 

公園は自然と親しめる身近な場として大きな

役割を果たすものであり、自然とふれあえる場、

スポーツが楽しめる場、四季折々の花や木を観賞

できる場などの特色のある公園づくりを進める

ことが求められます。また、地震などの災害時に、

市民の避難や救援・救助活動に役立つよう整備を

図る必要があります。 

３ わが国の高齢化は世界に例をみないスピード

で進行しており、本市でも本格的な高齢社会を迎

えようとしています。また、障害者の社会参加の

機会も増大しています。 

誰もが安心・安全に生活できる社会の実現に向

けて、高齢者や障害者等に配慮した施設の整備や



第６章 安全で魅力的なまちづくり  
 第２節 暮らしや都市活動を支える基盤づくり 

55 

５ 都市計画道路は、周辺景観との調和や沿道環境

に配慮しながら事業中の路線を早期に完成すると

ともに、事業化予定路線の早期着手に努めます。 

 また、各種道路の役割分担を明確にし、地域の

特性に応じた道路機能を検討しながら都市環境・

景観の改善に努めるとともに、すべての利用者が

安全で快適に通行できる道路整備をめざします。 

６ より安全で良質な水道水の安定給水のために、

水質管理の強化及び浄配水施設の整備を進めます。 

７ 「大阪湾流域別下水道整備総合計画」に基づき、

下水処理の水質向上を図るとともに、合流式下水

道の雨天時の対策を進めます。また、処理水や汚

泥等の有効利用を図ります。 

  浸水被害の実態を踏まえ、計画的に雨水施設の

整備を推進し、浸水に対する安全度の向上を図り

ます。また、都市における良好な水環境を確保す

るため、雨水浸透などの施策の推進に努めます。 

 

計画 

 

１ 総合的な都市整備の推進 

(１) 地域の特性を生かしたまちづくりの推進 

これまで蓄積してきた都市整備に関するさま

ざまな情報やノウハウを提供し、市民、事業者、

専門家との適切な役割分担のための仕組みづく

りを進め、地域の特性を生かした活力のあるま

ちづくりを推進します。 

(２) 適切な土地利用の誘導 

調和のとれた有効かつ利便性の高い土地利用

を図るため、規制・誘導等諸制度の総合的な運

用に努めます。 

(３) 都市機能の向上と市街地の整備 

市街地の整備にあたっては、周辺の自然や景

観が損なわれないよう環境に配慮しながら居住

環境の向上、商業・業務機能の活性化、公共的

空間の創出や交通機能の改善など、これからの

社会経済動向を見据えた都市機能の再整備を図

ります。 

(４) 福祉のまちづくりの推進 

社会生活を送る上でハンディキャップを持っ

た人を含めたすべての人が不自由なく安心して

移動できるよう、公共施設や公共空間のバリア

フリー化に努め、誰もが互いに支え合いながら

社会生活を送れるまちづくりを推進します。 

(５) 吹田操車場の跡地利用 

吹田操車場の跡地利用は、大阪都心部への近

接性や周辺部における大学、学術研究、医療機

関といった高度な都市機能の集積など、恵まれ

た立地特性を最大限に生かし、本市のみならず

広域的な利用も視野に入れ、周辺地域との調和

や居住環境の向上、緑豊かな公共空間の創出な

ど、魅力的で独自性のあるまちづくりを市民参

画の下で進めます。 

２ 緑豊かな安心して遊べる公園整備 

(１) 特色のある公園・緑地の整備 

｢みどりの基本計画｣に基づき、緑の整備目標

の確保に向け計画的に公園・緑地の整備を市民

参画の下で行います。また、樹林や竹林などの

資源及び歴史的な環境も活用しながら、すべて

の人が四季折々の豊かな緑とふれあえ、親しみ、

やすらぎを実感できる公園づくりを進めます。 

(２) 公園施設の整備と維持管理 

誰もが使いやすく快適で安心して遊べる公園

となるよう、施設の整備と適正な維持管理に努

めるとともに、利用マナーの向上について啓発

に取り組みます。 

(３) 市民との協働による公園管理 

身近な公園の管理を市民との協働により行う

ため、コミュニティづくりと活動の支援に努め、

地域に愛される公園づくりを進めます。 

３ 誰もが安全で快適な交通環境づくり 

(１) 交通バリアフリーの推進 

駅舎や駅前広場等においては、公共交通事業

者と連携しバリアフリーを含むユニバーサル

デザインを推進するとともに、歩道等において

も、バリアフリー基準に適合した整備に努めま

す。 

また、バリアフリーに対する認識を深めるた

めの啓発や教育等に取り組みます。 

(２) 違法駐車の防止 

「違法駐車等の防止に関する条例」に基づき、

違法駐車の一掃に向けた指導や啓発に取り組み
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ます。また、駐車場が不足する地域では公共施

設などを利用した有料による駐車場の整備に努

めます。 

(３) 自転車の放置防止 

自転車利用者のマナーの向上を図り、レンタ

サイクルの活用を推進するとともに、駅周辺の

商業施設などと協働し路上放置の解消に努め

ます。 

(４) 交通安全施設の整備 

交通安全施設の整備を計画的に進めるとと

もに、周辺環境やデザインにも配慮した整備に

努めます。 

(５) 交通安全教育の推進  

学校や地域などにおける交通安全教育の推

進によって交通安全意識の啓発に努めます。 

４ 自動車に過度に依存しない交通環境づくり 

(１) 歩行者・自転車優先のまちづくり 

歩道や自転車歩行者道の整備を進めるとと

もに、ネットワーク化についても検討します。

また、駅周辺での自転車駐車場整備や商業集積

地での自転車対策を行い、歩行者・自転車優先

のまちづくりを進めます。 

(２) 総合交通体系の確立 

交通需要マネジメント施策の実施や、交通結

節点の利便性向上を行うことにより、公共交通

の利用を促進するとともに、自動車交通量を抑

制し、交通渋滞や環境問題の解消に努めます。

また、交通の不便な地域においては、環境や交

通弱者に配慮した移動手段について検討しま

す。 

５ 安全で快適な道路整備 

(１) 都市計画道路の整備  

都市計画道路は、国道・府道との広域的な道

路ネットワークの形成をめざし、地域間を結ぶ

円滑で機能的な移動空間として、また災害時の

防災空間として整備を進めます。  

(２) 道路機能の整備  

道路機能の向上を図るため、高齢者や障害者

などすべての歩行者、自転車が安全で快適に利

用できる交通機能の充実と、道路緑化や景観に

配慮した舗装など魅力的な空間の創出に向け、

地域の状況に応じて整備を進めます。また、電

線の地中化についても検討を進め、更なる空間

機能の充実をめざします。 

(３) 道路機能の管理・維持 

適正な道路管理のため、橋梁の耐震補強をは

じめ、道路施設の更新・補修を計画的に行い、

安全性、機能性の保持に努めるとともに、災害

時の情報通信網などライフラインの安全性の向

上を関係機関に働きかけます。 

(４) 環境整備・安全対策の充実 

高速自動車道、国道・府道の沿道環境整備対

策や安全対策の充実を道路管理者に働きかけま

す。 

６ 上水道の整備 

(１) 水源の有効利用 

自己水源の確保と有効利用及び大阪府営水道

からの受水による安定給水に努めます。 

(２) 水質の適正管理 

水質の保全に向けて関係機関との連携に努め

るとともに、水質管理の強化や小規模受水槽（有

効容量１０�以下）の調査・点検により適正管

理を図ります。 

(３) 浄配水施設の計画的な整備 

安定した給水を確保するため、上水道施設等

整備事業により、各施設の更新を耐震性の向上

を図りながら計画的に進めます。 

(４) 給水方法の改善 

直結（増圧）給水のいっそうの普及に向け条

件整備を進めます。 

(５) 水の適正利用 

計画的な漏水調査及び漏水防止作業により有

効率の向上を図るとともに、浄配水システムの

充実により水の適正・有効利用を図ります。 

７ 下水道の整備 

(１) 下水道管等の充実 

下水道管の適切な維持管理を行うため、下水

道台帳の充実に努めるとともに、既存施設の改

築・更新を耐震性の向上を図りながら計画的に

進めます。 

また、暫定的な処理地域等については、下水

道計画に整合させるための整備を図ります。 



第６章 安全で魅力的なまちづくり  
 第２節 暮らしや都市活動を支える基盤づくり 

57 

(２) 下水処理場・ポンプ場の充実 

下水処理場及びポンプ場については、老朽化

した施設・設備の計画的な改築、更新を耐震性

の向上を図りながら計画的に進めます。また、

放流水質の向上のために、合流式下水道の改善

と高度処理を実施するなど、下水処理場・ポン

プ場の充実を図ります。 

さらに、下水汚泥の再資源化をいっそう推進

するとともに処理水の再利用を図ります。 

下水処理場の拡張整備においては、敷地内に

水・緑環境の創出を図り、周辺環境への配慮や

多目的利用が図られるよう努めます。 

(３) 総合的な雨水対策の推進 

雨水対策を推進するために、河川事業との連

携を図りながら、効率的な雨水施設整備に努め

るとともに、雨水の流出を抑制する貯留施設や

雨水浸透施設の設置を促進し、総合的な対策を

図ります。 

なお、浸水被害の発生地域においては、雨水

施設の能力増強の整備を重点的、計画的に進め、

被害の軽減を図ります。 

(４) 流域下水道の整備 

流域下水道幹線の未施工箇所の早期完成と、

処理施設の高度化の推進を関係機関に要望しま

す。また、流域下水道と公共下水道の今後のあ

り方について検討します。 
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第６章 安全で魅力的なまちづくり 
 第３節 良好な住宅・住環境づくり 
 
 

体系 

 

１ 多様なニーズに対応した住宅の整備 

(１) 総合的な住宅政策の推進 

(２) 健康で安心して住める住宅整備 

(３) 市営住宅における住環境の向上 

(４) 分譲マンションへの支援 

２ 良好な住環境づくり 

 

動向と課題 

 

１ 本市の住宅・住環境をめぐっては、千里ニュー

タウンなどの計画的住宅地での既存住宅の建替え、

企業所有地や低層住宅地域の周辺での開発事業な

どによる住環境への影響が課題となっています。 

住環境の保全と向上を図るためには、開発事業

が周辺環境と調和したものとなるよう誘導すると

ともに、各種の制度を活用しながら、市民の自主

的なまちづくりを支援していくための仕組みづく

りが求められています。  

２ 少子・高齢化の進行、家族構成の変化、生活様

式の多様化などに伴い、住宅に対する市民のニー

ズは、単に住戸規模の拡大に止まらず、住宅のバ

リアフリー化や新しい住宅設備、環境共生への対

応など、住宅の質の向上へと変化しています。こ

のような新たなニーズに対応した住宅の供給や、

多世代共生型の住宅など、多様化した住み方に合

った住宅の供給を促進することが求められていま

す。 

３ 今後とも本市が住宅都市として発展していくた

めには、住宅の機能更新を進めながら、居住ニー

ズの変化に対応した魅力と個性ある住まいづくり

が求められています。 

 

基本方向 

 

１ 多様で異なる市民のライフスタイルやライフス

テージに対応できる住宅に関する支援等を充実す

るとともに、各種制度を活用した総合的な住宅政

策を推進します。 

２ 緑の空間の確保や景観への配慮など環境と調和

した計画的なまちづくりを進めるとともに、福祉、

保健、医療との連携を図りながら、誰もが安心し

て生活できる住宅・住環境づくりを進めます。 

３ 建築協定や地区計画などの制度の活用を図ると

ともに、「開発事業の手続等に関する条例」に基づ

き、開発事業に対するきめ細かな規制・誘導を進

め、市民、事業者、行政の協働の下で、よりよい

住環境づくりに努めます。 

 

計画 

 

１ 多様なニーズに対応した住宅の整備 

(１) 総合的な住宅政策の推進 

「（仮称）住宅マスタープラン」（平成 17 年度

(2005 年度)中に策定予定）に基づき、子育て世

代をはじめ、市民の多様なニーズに対応した良

好な住宅の供給を促進するとともに、地域の特

性に応じた住宅・住環境の整備を図り、総合的

な住宅政策を推進します。 

(２) 健康で安心して住める住宅整備 

高齢者や障害者が住みなれた地域で、健康で

安心して住み続けられるよう、住宅施策と福祉

施策との連携を図り、事業者と行政の協働によ

る住宅の整備に努めます。 

(３) 市営住宅における住環境の向上 

老朽化した市営住宅については、「市営住宅ス

トック活用計画」に基づく建替事業・改善事業・

維持保全等により、住環境の向上を図ります。 

(４) 分譲マンションへの支援 

分譲マンションの適正な維持管理や円滑な建

替えを促進するため、アドバイザーの派遣、住

宅相談窓口などの制度活用を推進するとともに、

ニーズに応じた都市型住宅の誘導を図ります。 
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第６章 安全で魅力的なまちづくり 
 第４節 景観に配慮したまちづくり 
 
 

体系 

 

１ 良好な都市景観の形成 

 (１) 総合的景観施策の展開 

(２) 自然景観の保全と育成 

(３) 地域の景観資源の保全と活用 

(４) 地域の特性を生かした都市景観の形成 

２ 景観形成への啓発・支援 

(１) 景観意識の向上 

(２) 景観形成活動への支援 

 

動向と課題 

 

１ 近年、人びとの価値観は量より質を求めるもの

へと変化し、生活空間の質の向上という観点から、

個性ある美しいまちなみや景観の形成が求められ

てきています。このような背景の下、良好な景観

の形成を促進するため、平成 16 年(2004 年)に「景

観法」が制定されました。  

２ 市民意識調査によれば、多くの市民が「現在の

場所に住み続けたいと思っている」と答え、高年

齢の市民、居住年数の長い市民に強い定住意向が

表れています。また、自分の住む地域に対する関

心もますます高まってきています。 

３ 本市では、大規模な土地の開発などに伴い、長

い時間を経て形成されてきたまちなみや、都市に

うるおいを与える緑地、歴史的景観資源が喪失し、

その一方では新しいまちなみが誕生しています。

また、景観に関する市民の活動も活発になり、み

どりの協定や里親道路、アドプトロードなど地域

に密着したさまざまな活動が行われています。 

４ 景観はさまざまなもので構成され、自然、歴史

などを含んだ地域の文化を表すものであり、市民

共通の資産です。 

良好な都市景観の形成には市民、事業者、行政

の協働が重要であり、地域の自然と歴史とが織り

なしてきた景観と新しくつくられる景観が調和す

るように努め、個性と魅力あふれる都市景観をま

もり、つくり、そだて、まちに対する誇りと愛着

を高めていくことが必要です。 

 

基本方向 

 

１ 住む人、働く人、学ぶ人、訪れる人のすべてに

快適な都市空間の実現を図るため、地域の特性を

生かし、市民、事業者、行政、専門家等がそれぞ

れの役割の下、協働して良好な都市景観の形成に

努めます。また、市民共通の資産としての景観の

向上を図り、次世代に継承していくことができる

よう、魅力あふれる美しいまちづくりに努めます。 

２ 景観形成に関する情報の提供や啓発に努め、景

観意識の向上を図るとともに、市民や事業者によ

る景観形成活動への支援に努めます。 

 

計画 

 

１ 良好な都市景観の形成 

 (１) 総合的景観施策の展開 

   景観行政の姿勢をより明確にするため、「（仮

称）都市景観条例」を制定し、景観形成に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進します。 

(２) 自然景観の保全と育成 

丘陵部に残されたまとまった緑地や河川空間

などの資源の保全と活用に努め、市民にうるお

いややすらぎを与える自然景観の育成に努めま

す。 

(３) 地域の景観資源の保全と活用 

歴史的景観資源をはじめとする地域の景観資

源を保全・活用し、景観形成の誘導に努め、次

世代に継承できる美しいまちなみづくりの推進

を図ります。 

(４) 地域の特性を生かした都市景観の形成 

道路、公園などの公共空間や公共建築物の整

備や機能更新においては、地域の特性、立地、
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第７章 活力あふれにぎわいのあるまちづくり 
 第１節 地域の特性を生かした産業の振興 
 
 

体系 

 

１ 商工業の活性化 

(１) 魅力ある商業地づくり 

(２) 都市型工業の振興 

(３) 人、もの、情報の交流機能の推進 

２ 商工業の新たな展開 

(１) 生活支援型産業の振興 

(２) 産業支援型サービス業の振興 

(３) 起業家への支援 

３ 商工業を支える基盤づくり 

(１) 人材の育成 

(２) 組織活動の活性化 

４ 地域性を生かした都市農業の推進 

(１) 都市農業の推進 

(２) 新鮮で安全な農産物の供給促進 

(３) 地産地消の推進 

(４) 農業労働力の確保と育成 

５ うるおいのある都市農業の推進 

(１) 自然に親しめる機会の充実 

(２) 快適な空間の形成 

(３) 農業に対する市民の理解の促進 

 

動向と課題 

 

１ 少子・高齢化の進行や長引く不況など、市民生

活をめぐる状況が変化している中で、産業は、市

民の就労や所得の確保など、日々の暮らしを支え

る基盤であるだけでなく、市税収入を生み出す経

済基盤でもあり、まちの活力を生み出しにぎわい

をもたらすことからも、その安定した発展が課題

となっています。 

２ 本市は、大阪都市圏における住宅都市であると

ともに、江坂周辺地域をはじめとして商業・業務

機能が集積しており、都心的機能を一部担ってい

ます。良好な住宅都市としての基本的性格を保ち

ながら、複合型都市として発展していくためにも、

環境の保全や快適なまちづくりの視点に立った産

業振興策の展開が求められています。 

３ 市内の事業所をみると、卸売・小売業、飲食店

が事業所数で４割を超えており、次に多いサービ

ス業を入れると全事業所の４分の３以上を占めて

います。全体としては卸売・小売業、飲食店の減

少も含め事業所数が減る産業が多い中、運輸・通

信業、サービス業の事業所数は増加傾向をたどっ

ています。  

本市は大阪市に隣接しているという立地の良さ

から市南西部に、卸売・小売業、飲食店及び情報

サービス産業が集積していますが、近年事業所の

移転や閉鎖など変化が生じており、この地域の活

性化が、本市の商工業の発展に大きく影響するも

のと思われます。他方、北部には先端技術を研究

する大学など学術研究施設が立地し、新たな産業

を創出する潜在力となっています。また、千里ニ

ュータウンでは、ライフスタイルの変化や高齢化

の進行の下で、全体的に身近な近隣商業施設が機

能低下の傾向にありますが、各種の施設が設置さ

れた役割を再評価しながら、今後、コミュニティ

施設など幅広い世代のニーズにあった施設の設置

を図るなど、新しい役割を持たせながら、近隣商

業施設の活性化に向けて取り組んでいくことが求

められています。 

４ 既存の商店街は、規制緩和による大型店の進出

や、テレビ、インターネットなどを含む通信販売

の台頭により、集客力が低下しています。また、

店舗の老朽化や後継者の不足などで、商店街や小

売市場では店舗数が減少し、空き店舗が増えるな

どの傾向が現れています。 

少子・高齢化、高度情報化、24 時間型社会の到

来などの社会変化に加えて、環境問題への意識の

高まりや生活様式の変化など、消費者のニーズも

変化し多様化しています。 

商店街などの商業地は市民の日常生活の利便性

と地域コミュニティを支える重要な基盤です。
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中・大型店との共存のあり方について、事業活動

に関する基本的事項を定めるなどの検討を行い、

地域の特性を生かした商業地づくりや、消費者ニ

ーズに対応した多様なサービスの提供を充実する

など、まちづくりの新たな視点で、その活性化を

図っていく必要があります。 

５ 製造業は、事業所数、年間出荷額ともに減少し

ており、全体として低迷傾向を示しています。工

場の閉鎖や移転に伴い宅地化が進む中で、既存の

工場とその周辺地域とが調和した環境の整備を図

っていくことが課題となっています。 

今後は、本市が北大阪地域における大学・研究

機関の集積地であることを生かし、技術開発や研

究を産学連携で推進し、製品の開発など都市型工

業としての新たな事業展開を図る必要があります。 

また、市内外の事業者と、あるいは海外の企業

との製品の仕入れや販売、情報や交流などの事業

活動の促進を図ることが、市内製造業の振興につ

ながると考えられます。 

６ 農業については、農家数、農業従事者のいずれ

も減少しており、農業従事者の高齢化と後継者不

足、また、都市化の進展に伴う農地の減少や宅地

等との混在化、農業用水や日照の確保､ごみ投棄の

問題など農業経営を取り巻く生産環境は厳しい状

況にあります。 

７ 農地の粗放化、遊休化は生産環境を悪化させる

だけでなく、周辺住民の生活環境へ悪影響を及ぼ

すことになります。農産物の生産基盤としての機

能の維持を推進する一方で、環境保全、防災、景

観維持など農地の持つ多面的な機能を活用した農

地の保全に努めることにより、都市と調和したう

るおいのある農業を推進することが必要です。 

 

基本方向 

 

１ 「新商工振興ビジョン」（平成17 年(2005 年)中

に策定予定）に基づき、商工業の振興を図り、市

民の多様なニーズに対応した商品やサービスの提

供を通して、いきいきと暮らし、働き、学び、遊

ぶことができる魅力あるまちの実現をめざします。 

２ 地域の特性を踏まえ、まちづくりの新たな視点

で市民生活の利便性を高め、アメニティ豊かな魅

力ある商業地づくりを進めるとともに、工業の高

度化を支援し、生活環境と調和した都市型工業へ

の展開を図ります。 

３ サービス業などが充実するよう振興策を推進し

ます。また、商工業の活力をいっそう高めるため、

ベンチャー産業、コミュニティビジネスなどの起

業を支援します。 

４ 市内商工業の組織活動の活性化を図るため、事

業者や従業者、そのリーダーなどの人材の育成を

支援します。また、組織、経営の近代化・効率化

を図るため、情報通信技術の活用を検討している

事業所等を支援します。 

５ 「農業振興ビジョン」の基本理念である都市と

調和する農業の推進を図ります。 

６ 農地を遊休化することなく、農産物の生産意欲

のある農家が継続して農業ができるよう、農業生

産環境の整備を図るとともに､都市の貴重な緑の

空間として農地の持つ多面的な機能を活用し、本

市の農業の推進を図ります。 

 

計画 

 

１ 商工業の活性化 

(１) 魅力ある商業地づくり 

商業地が、商品やサービスを提供する商業機

能に加え、文化、学習、娯楽、コミュニティな

どの多様な機能を持つことは、その活性化とま

ちのにぎわいにつながります。それぞれの商業

地の個性を生かし、消費者に便利で快適な魅力

ある商業地づくりを推進します。 

(２) 都市型工業の振興 

国際競争が本格化した時代に対応するため、

企業相互の連携、産学連携を深め、新しい技術、

製品の開発を促進するなど工業の高度化への支

援を進めます。さらに、環境に配慮した事業活

動を支援、促進し、都市型工業への展開を図り

ます。 

(３) 人、もの、情報の交流機能の推進 

地域や業種、世代間の交流活動を促進し、消

費者との交流の機会を設定するとともに、商工
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第７章 活力あふれにぎわいのあるまちづくり 
第２節 就労を支援する環境づくり 
 
 

体系 

 

１ 雇用・就労の支援 

(１) 雇用対策の推進 

(２) 労働関係情報の提供 

２ 勤労者福祉の充実 

(１) 福利厚生事業の充実 

(２) 余暇活動等の支援 

３ 労働条件の整備 

(１) 労働相談の充実 

(２) 職場環境の改善 

 

動向と課題 

 

１ 平成 12 年（2000 年）の「雇用対策法」の改正

において、地方公共団体は、雇用に関する必要な

施策を講ずる旨の規定が設けられました。国の施

策や役割とともに市が担う役割として、地域にお

ける就職困難者等の雇用・就労の促進や、自立支

援に向けた取組が必要となっています。 

２ 長引く不況を受けて景気は低迷し、完全失業率

も依然として高い数値を示しています。派遣労働

者や契約社員の増加など雇用形態が多様化し、労

働環境が複雑化しています。また、フリーターや

ニートと呼ばれる若者が増えており、若者の就労

支援に向けた施策が求められます。一方、団塊の

世代と呼ばれる層が退職期を迎える中で、高齢者

が就労を通して、いきいきと暮らせるように、雇

用促進に向けた施策が必要となっています。 

３ 勤労者福祉共済制度のよりいっそうの充実を図

るため、未加入事業所に対して加入促進を進めて

いく必要があります。また、勤労者の福祉の増進

と雇用の安定に向けて、勤労者のニーズに対応し、

福利厚生事業などをいっそう充実していくことが

求められています。 

４ 厳しい社会経済、労働情勢の中、勤労者の安定

した生活と福祉の向上、健全な労使関係、男女共

同参画社会の実現を図るためには、労働に関する

法律の正しい知識と理解、認識を深めることが必

要であり、そのためのきめ細かい労働施策の展開

が必要です。 

 

基本方向 

 

１ 急速な少子・高齢化、労働環境や就労形態の多

様化、就労意識の変化に対し、関係機関と連携を

図りながら、勤労意欲の醸成や職業能力の向上な

ど雇用・就労の促進に努めます。 

２ 中小企業に働く勤労者の生活の安定と豊かな暮

らしに向けて、勤労者福祉の充実に努めます。 

３ 勤労者の雇用の安定と地位の向上に向け、労働

者に対する相談業務の充実に努めるとともに、事

業所に対して職場環境の改善を働きかけます。 

 

計画 

 

１ 雇用・就労の支援 

(１) 雇用対策の推進 

障害者、母子家庭の母親、中高年齢者、若年

者などのさまざまな就労ニーズに対応するため、

「地域就労支援計画」に基づき、コーディネー

ターによる職業相談を実施するとともに、雇

用・就労につながる能力開発に努めます。 

また、ハローワークなど関係機関と連携を図

り、地域ネットワークを構築し、雇用・就労を

促進します。 

(２) 労働関係情報の提供 

勤労者の安定した生活と福祉の向上を図るた

め、関係機関と連携しながら労働関係情報の提

供に努めます。 

また、労働に関する法律について三島地域に

おける広域的・効果的なセミナーを開催し、労

使関係の安定化と充実に努めます。 

２ 勤労者福祉の充実 




